
（（（（3333）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表）市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

人 口人 口人 口人 口

う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人

面 積面 積面 積面 積

歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額

歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額

実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

8,8158,8158,8158,815

8,7698,7698,7698,769

188.27188.27188.27188.27

5,358,7835,358,7835,358,7835,358,783

5,270,7875,270,7875,270,7875,270,787

50,28150,28150,28150,281

3,468,5703,468,5703,468,5703,468,570

5,640,0485,640,0485,640,0485,640,048

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

10.210.210.210.2

86.986.986.986.9

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  ⅢH20  ⅢH20  ⅢH20  Ⅲ－１－１－１－１ H21  ⅢH21  ⅢH21  ⅢH21  Ⅲ－１－１－１－１ H22  ⅢH22  ⅢH22  ⅢH22  Ⅲ－１－１－１－１

H23  ⅡH23  ⅡH23  ⅡH23  Ⅱ－１－１－１－１ H24  ⅡH24  ⅡH24  ⅡH24  Ⅱ－１－１－１－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.30][0.30][0.30][0.30]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

19/4019/4019/4019/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

0.490.490.490.49

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

0.590.590.590.59

財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄

平成２４年度決算では、平成２３年度を０．０１ポイント下回り、ここ６年は下落傾向にあ

る。高齢化・少子化の進行とともに、生産年齢人口も減少し、町税収入も落ち込んでいる。

今後も引き続き、全職員による集中滞納整理を実施し、収納率の向上に努めるとともに、

行政改革による事務事業の見直しも進め、経費の削減を図り財政基盤の強化を図る。

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.130.130.130.13

1.111.111.111.11

0.340.340.340.34

0.360.360.360.36

0.510.510.510.51

0.540.540.540.54

0.590.590.590.59

H24H23H22H21H20

0.300.300.300.30

0.310.310.310.31
0.330.330.330.33

0.350.350.350.35
0.360.360.360.36

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [87.4%][87.4%][87.4%][87.4%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

34/4034/4034/4034/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

90.790.790.790.7

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

90.790.790.790.7

経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄

平成２３年度より２．３ポイント改善したが、類似団体より５．０ポイント悪い状況にある。経常経費

のうち人件費・扶助費は減少したが、公債費が増加した。また、経常一般財源では、町税が減少し

た。依然として、一部事務組合（病院事業・ごみ処理事業）に対する補助費負担額の大きいことが高

比率の要因となっている。

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

98.198.198.198.1

64.864.864.864.8

82.482.482.482.4

82.982.982.982.9

81.881.881.881.8

84.284.284.284.2
84.584.584.584.5

H24H23H22H21H20

87.487.487.487.4

89.789.789.789.7

85.485.485.485.4

89.789.789.789.7

92.792.792.792.7

人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額 [171,354[171,354[171,354[171,354円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

14/4014/4014/4014/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

116,454116,454116,454116,454

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

114,070114,070114,070114,070

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

類似団体より３２，１９６円少なく、ここ数年は、類似団体の平均を下回っている。しかし、人口の減

少が顕著なため、全国平均・県平均を大きく上回っている。引き続き、行革大綱にもとづき、各分野

での経費削減を図っていきたい。

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

403,021403,021403,021403,021

117,791117,791117,791117,791

203,550203,550203,550203,550

196,377196,377196,377196,377

161,565161,565161,565161,565

151,363151,363151,363151,363

141,746141,746141,746141,746

H24H23H22H21H20

171,354171,354171,354171,354

154,729154,729154,729154,729
148,666148,666148,666148,666

144,783144,783144,783144,783

144,039144,039144,039144,039

給与水準給与水準給与水準給与水準 （国との比較）（国との比較）（国との比較）（国との比較）

ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数 [104.1][104.1][104.1][104.1]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

19/4019/4019/4019/40

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

106.6106.6106.6106.6

全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

103.2103.2103.2103.2

ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄

平成２３年度と比較し、職員数及び人件費の減少に伴い、ラスパイレス指数は１．０ポイント改善し

ている。 引き続き職員給与の適正化に努め、類似団体平均値に近づけたい

115.0

110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

108.6108.6108.6108.6

91.491.491.491.4

103.1103.1103.1103.1

103.0103.0103.0103.0

95.295.295.295.2
95.095.095.095.094.894.894.894.8

H24H23H22H21H20

104.1104.1104.1104.1

105.1105.1105.1105.1

97.297.297.297.2

98.098.098.098.0

96.796.796.796.7

定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況

人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数 [10.55[10.55[10.55[10.55人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

11/4011/4011/4011/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

7.007.007.007.00

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

7.147.147.147.14

人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄人口千人当たり職員数の分析欄

全国平均・県平均に対してはどちらも下回っているが、類似団体平均に対しては、１．３６ポイント

上回っている。職員数は平成２３年度と比較し ３名の減員であり、定員適正化計画及び集中改革

プランにもとづき、機構改革や退職者の不補充を行ってきた結果である。今後も定員適正化計画に

基づき職員数の削減に努めるが、職員年齢構成の配慮も必要となる。

(人)

24.00

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

21.1421.1421.1421.14

7.727.727.727.72

11.9111.9111.9111.91

11.9311.9311.9311.93

10.7910.7910.7910.79

10.3010.3010.3010.30

9.919.919.919.91

H24H23H22H21H20

10.5510.5510.5510.55

10.2110.2110.2110.21
10.4610.4610.4610.46

10.5410.5410.5410.5410.5110.5110.5110.51

公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [10.2%][10.2%][10.2%][10.2%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

17/4017/4017/4017/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

9.29.29.29.2

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

8.88.88.88.8

実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄

全国平均・県平均値に対しては、どちらも下回っているが、類似団体平均値に対しては、０．５ポイ

ント上回っている。平成１９年度より徐々に改善しており、繰り上げ償還の実施によるところが大きい。

(%)

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

16.016.016.016.0

3.03.03.03.0

10.710.710.710.7

11.911.911.911.9

12.312.312.312.3

13.013.013.013.0

13.513.513.513.5

H24H23H22H21H20

10.210.210.210.2
11.011.011.011.0

12.312.312.312.3

13.913.913.913.9

16.016.016.016.0

将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [86.9%][86.9%][86.9%][86.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

37/4037/4037/4037/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

60.060.060.060.0

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

43.743.743.743.7

将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄

類似団体・全国・県平均いずれも上回っている状況である。小学校統合に伴う校舎建設工事や中

学校体育館建設工事、病院改築工事等大規模工事に伴う地方債残高が増加した。今後は、建設

公債を抑制し、引き続き繰り上げ償還等を積極的に活用していきたい。

(%)
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53.953.953.953.9
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66.966.966.966.9

H24H23H22H21H20

86.986.986.986.9

85.585.585.585.586.486.486.486.4

99.999.999.999.9

123.7123.7123.7123.7
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（（（（4444））））----1 1 1 1 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

経常収支比率の分析経常収支比率の分析経常収支比率の分析経常収支比率の分析

人 口人 口人 口人 口

う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人

面 積面 積面 積面 積

歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額

歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額

実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

8,8158,8158,8158,815

8,7698,7698,7698,769

188.27188.27188.27188.27

5,358,7835,358,7835,358,7835,358,783

5,270,7875,270,7875,270,7875,270,787

50,28150,28150,28150,281

3,468,5703,468,5703,468,5703,468,570

5,640,0485,640,0485,640,0485,640,048

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

10.210.210.210.2

86.986.986.986.9

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  ⅢH20  ⅢH20  ⅢH20  Ⅲ－１－１－１－１ H21  ⅢH21  ⅢH21  ⅢH21  Ⅲ－１－１－１－１ H22  ⅢH22  ⅢH22  ⅢH22  Ⅲ－１－１－１－１

H23  ⅡH23  ⅡH23  ⅡH23  Ⅱ－１－１－１－１ H24  ⅡH24  ⅡH24  ⅡH24  Ⅱ－１－１－１－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

人件費人件費人件費人件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

15/4015/4015/4015/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

24.824.824.824.8

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

25.125.125.125.1

人件費の分析欄人件費の分析欄人件費の分析欄人件費の分析欄

定員適正化計画及び集中改革プランにより職員数の適正化が図られてきているが、

町の人口減少も考慮しつつ、組織の機構改革を行い人件費の削減により一層に努める。

(%)

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

32.732.732.732.7

17.117.117.117.1

24.124.124.124.1

24.824.824.824.8

23.623.623.623.6

24.924.924.924.9

25.725.725.725.7

H24H23H22H21H20

23.023.023.023.0
24.624.624.624.6

23.723.723.723.7

25.425.425.425.4

26.226.226.226.2

物件費物件費物件費物件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

7/407/407/407/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

13.313.313.313.3

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

15.815.815.815.8

物件費の分析欄物件費の分析欄物件費の分析欄物件費の分析欄

集中改革プランに基づき、経常経費の削減を進め、外部委託の見直し・指定管理者制

度導入・事務用品及び消耗品の購買抑制等に取組んだ成果が現れており、類似団体・

国・県の平均値を上回る改善がなされている。今後においても、指定管理者制度への

移行可能な事業等について検討を進め、更なる削減に向けた取り組みを行う。

(%)

20.0

18.0

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

17.517.517.517.5

7.97.97.97.9

12.112.112.112.111.511.511.511.5
11.611.611.611.6

11.511.511.511.5
11.711.711.711.7

H24H23H22H21H20

9.69.69.69.6

9.49.49.49.4

9.09.09.09.0
9.19.19.19.1

9.39.39.39.3

扶助費扶助費扶助費扶助費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

22/4022/4022/4022/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

11.211.211.211.2

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

9.79.79.79.7

扶助費の分析欄扶助費の分析欄扶助費の分析欄扶助費の分析欄

国・県との比較では、５～７ポイント下回っているが、類似団体との比較では０．６ポイ

ント上回っている。平成２３年度と比較し、児童数の減少に伴い児童福祉費が減少傾向

にあるが、その分、高齢者対策である介護予防事業が増加傾向にある。

(%)

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

6.96.96.96.9

1.61.61.61.6

3.73.73.73.7

3.53.53.53.5

3.83.83.83.8
3.73.73.73.7

3.43.43.43.4

H24H23H22H21H20

4.34.34.34.3

4.44.44.44.4
4.34.34.34.3

4.64.64.64.6

4.84.84.84.8

その他その他その他その他 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

19/4019/4019/4019/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

12.512.512.512.5

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

12.612.612.612.6

その他の分析欄その他の分析欄その他の分析欄その他の分析欄

その他を構成するものとしては、概ね特別会計に対する繰出金であり、全

国・県・類似団体比較で平均を若干上回っている状況にある。

高齢化の進展に伴い、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険会計に係る

繰出し金は更に増加する見通しであり、今後の対策として、高齢者を対象とした

健康増進事業や、介護予防事業の取組みを進めることにより、医療・介護給付

費の抑制に努める。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

21.621.621.621.6

4.14.14.14.1

12.512.512.512.5

12.412.412.412.4

12.612.612.612.6
12.412.412.412.4

12.012.012.012.0

H24H23H22H21H20

12.912.912.912.9

12.712.712.712.7

10.810.810.810.8
11.011.011.011.011.211.211.211.2

補助費等補助費等補助費等補助費等 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

37/4037/4037/4037/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

10.110.110.110.1

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

12.212.212.212.2

補助費等の分析欄補助費等の分析欄補助費等の分析欄補助費等の分析欄

平成２３年度との比較では、２．３ポイント改善されたが、類似団体平均、全国平均そ

して県平均と比較していずれも高い値である。この要因としては、下仁田町及び南牧村

２町村で構成する一部事務組合（病院事業・ごみ等処理事業）に対する補助が大きいこ

とによるものである。今後も同程度で推移すると見込まれるが、一部事務組合に対して

は、更なる経常経費の削減を要請する必要がある。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

31.131.131.131.1

2.42.42.42.4

13.013.013.013.0

13.413.413.413.413.613.613.613.6

14.714.714.714.714.714.714.714.7

H24H23H22H21H20

19.219.219.219.2

21.521.521.521.5
22.122.122.122.1

23.623.623.623.623.223.223.223.2

公債費公債費公債費公債費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

26/4026/4026/4026/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

18.818.818.818.8

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

15.315.315.315.3

公債費の分析欄公債費の分析欄公債費の分析欄公債費の分析欄

県平均及び類似団体との比較では下回っているが、全国平均との比較では、若干

上回っている。平成２２～２４年度に実施した学校教育施設の大型建設工事や病院改

築工事に充当した起債の償還が増加するが、交付税参入対象の起債が大部分を占め

ているため実質公債費比率は、若干の減少が見込まれる。今後は、大規模工事の予定

がないため公債費の減少が図られる予定である。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.523.523.523.5

5.95.95.95.9

17.017.017.017.0

17.317.317.317.3

16.616.616.616.6
17.017.017.017.0

17.017.017.017.0

H24H23H22H21H20

18.418.418.418.4

17.117.117.117.1

15.515.515.515.5
16.016.016.016.0

18.018.018.018.0

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

29/4029/4029/4029/40

全国平均全国平均全国平均全国平均

71.971.971.971.9

群馬県平均群馬県平均群馬県平均群馬県平均

75.475.475.475.4

公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄

類似団体平均との比較では、３．６ポイント高い値となっているが、県平均比較では、

下回っている。類似団体平均との比較において数値が高い原因は、補助費における値

が、６．２ポイント高いことが、数値を悪化させている原因である。

(%)

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

80.280.280.280.2

47.747.747.747.7

65.465.465.465.4

65.665.665.665.6
65.265.265.265.2

67.267.267.267.2
67.567.567.567.5

H24H23H22H21H20

69.069.069.069.0

72.672.672.672.6

69.969.969.969.9

73.773.773.773.7

74.774.774.774.7
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析

人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額

当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

832,872 94,483 106,450 ▲ 11.2

71,078 8,063 10,550 ▲ 23.6

244,694 27,759 15,204 82.6

100,817 11,437 1,142 901.5

- - - -

72,768 8,255 5,301 55.7

14,198 1,611 2,621 ▲ 38.5

▲ 85,304 ▲ 9,677 ▲ 11,377 ▲ 14.9

1,251,123 141,931 129,891 9.3

参考

当該団体 類似団体平均 対比（差引）

10.55 11.91 ▲ 1.36

104.1 103.1 1.0

（注）住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。（公債費及び普通建設事業費についても同様）

公債費及び公債費に準ずる費用の分析

公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額

当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

644,207 73,081 72,220 1.2

- - - -

- - 108 -

67,298 7,634 21,826 ▲ 65.0

162,823 18,471 5,563 232.0

- - 2,035 -

- - 30 -

▲ 2,814 ▲ 319 ▲ 3,041 ▲ 89.5

▲ 603,395 ▲ 68,451 ▲ 66,067 3.6

268,119 30,416 32,673 ▲ 6.9

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

 H20 361,443 37,239 ▲ 43.4 54,836 17.9 ▲ 61.3

うち単独分 247,774 25,528 ▲ 31.3 30,795 15.0 ▲ 46.3

 H21 741,824 78,218 110.0 86,910 58.5 51.5

うち単独分 431,145 45,460 78.1 50,891 65.3 12.8

 H22 1,919,948 207,092 164.8 95,443 9.8 155.0

うち単独分 316,692 34,159 ▲ 24.9 48,538 ▲ 4.6 ▲ 20.3

 H23 1,128,075 125,133 ▲ 39.6 96,333 0.9 ▲ 40.5

うち単独分 427,271 47,396 38.8 57,060 17.6 21.2

 H24 520,197 59,013 ▲ 52.8 117,673 22.2 ▲ 75.0

うち単独分 302,777 34,348 ▲ 27.5 62,359 9.3 ▲ 36.8

 過去５年間平均 934,297 101,339 27.8 90,239 21.9 5.9

うち単独分 345,132 37,378 6.6 49,929 20.5 ▲ 13.9

当該団体決算額

（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる

補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金利子

（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

▲特定財源の額

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として

普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

合計

当該団体決算額

（千円）

当該団体決算額

（千円）

人件費

賃金（物件費）

一部事務組合負担金（補助費等）

合計

▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）

公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）

公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に

充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）

ラスパイレス指数

元利償還金の額

（繰上償還額等を除く）

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの

（年度割相当額）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

 H20  H21  H22  H23  H24

（円）

人口1人当たり決算額の推移

（（（（4444））））----2 2 2 2 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))

群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移
当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

85,32585,32585,32585,325

214,446214,446214,446214,446

129,891129,891129,891129,891

132,088132,088132,088132,088

115,008115,008115,008115,008
112,683112,683112,683112,683

108,018108,018108,018108,018

H24H23H22H21H20

141,931141,931141,931141,931

147,254147,254147,254147,254

141,337141,337141,337141,337

131,564131,564131,564131,564131,652131,652131,652131,652

人口1人当たり決算額の推移
当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

----1,9061,9061,9061,906

55,03855,03855,03855,038

32,67332,67332,67332,673

36,08936,08936,08936,089

34,21634,21634,21634,21633,76633,76633,76633,76633,98133,98133,98133,981

H24H23H22H21H20

30,41630,41630,41630,416

32,25732,25732,25732,257

37,14637,14637,14637,146
36,08436,08436,08436,084

39,11939,11939,11939,119
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標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）

区分

年度

H20 H21 H22 H23 H24

14.58 17.43 21.56 27.03 30.52

1.50 1.53 1.04 1.34 1.45

2.89 5.10 7.06 4.26 2.73

財政調整基金残高

実質単年度収支

実質収支額

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H20H20H20H20 H21H21H21H21 H22H22H22H22 H23H23H23H23 H24H24H24H24

分析欄分析欄分析欄分析欄

（（（（5555）実質収支比率等に係る経年分析（市町村））実質収支比率等に係る経年分析（市町村））実質収支比率等に係る経年分析（市町村））実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成平成平成平成24242424年度年度年度年度 群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町

標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）

実質収支比率が１％台で推移しているが、その要因としては、極力不用額の発生を抑

えるように３月補正予算で減額補正を行っているためである。

財政調整基金残高比率については、平成１５年以降、普通交付税が大きく減少した時

期に、基金の取崩しを行ったことにより、平成１９年度に最も低い比率となったが、平成２

０年度以降は基金の積立を図っているため、比率は回復傾向にある。
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標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）

会計

年度

H20 H21 H22 H23 H24

4.01 3.80 3.49 3.43 3.36

2.55 2.02 1.98 2.14 2.64

1.50 1.53 1.04 1.34 1.45

1.09 0.70 1.81 1.05 0.65

0.18 0.38 0.03 0.05 0.26

0.08 0.02 0.08 0.02 0.10

0.05 0.09 0.00 0.02 0.05

0.02 0.01 0.01 0.01 0.01

- - - - -

0.03 0.00 0.00 - -

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

水道事業会計

ガス事業会計

一般会計

国民健康保険特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

介護保険特別会計

簡易水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

浄化槽整備事業特別会計
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黒黒黒黒

字字字字

額額額額

赤赤赤赤

字字字字

額額額額

黒黒黒黒

字字字字

額額額額

赤赤赤赤

字字字字

額額額額

黒黒黒黒

字字字字

額額額額

H20H20H20H20 H21H21H21H21 H22H22H22H22 H23H23H23H23 H24H24H24H24

分析欄分析欄分析欄分析欄

（（（（6666）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村））連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村））連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村））連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成平成平成平成24242424年度年度年度年度 群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町

標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）標準財政規模比（％）

すべての会計において赤字額は生じていない。今後も更なる収支の改善を図る必要がある。
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（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

分子の構造

年度

H20 H21 H22 H23 H24

604 556 558 592 644

- - - - -

- - - - -

80 87 83 69 67

289 279 255 197 163

- - - - -

- - - - -

593 580 551 568 606

380 342 345 290 268

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は減債基金積立不足算定額を含んでいる。

※平成21年度決算以降の算入公債費等は特定財源の額を含んでいる。

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

元利償還金等(A)

算入公債費等(B)

(A)－(B)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

算入公債費等

実質公債費比率の分子

（（（（7777）実質公債費比率（分子）の構造（市町村））実質公債費比率（分子）の構造（市町村））実質公債費比率（分子）の構造（市町村））実質公債費比率（分子）の構造（市町村）
平成平成平成平成24242424年度年度年度年度 群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町

分析欄分析欄分析欄分析欄
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等等等等

元元元元

利利利利
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金金金金

等等等等

算算算算

入入入入

公公公公

債債債債

費費費費

等等等等

元元元元

利利利利
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還還還還

金金金金

等等等等

算算算算

入入入入
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費費費費

等等等等

H20H20H20H20 H21H21H21H21 H22H22H22H22 H23H23H23H23 H24H24H24H24

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

平成１９年度以降緩やかに減少していた元利償還金では

あったが、平成２３年度は小学校校舎及び中学校体育館等の

建設事業に係る地方債の元利償還が始まったため増加に転

じ、今後も増加傾向を示すと思われる。

公営企業債の元利償還金に対する繰入については、主に

水道事業に係るもので、平成２４年度以降も徐々に減少する

見込みである。

また、組合等に係る元利償還金に対する負担金等は、今年

度までは減少となるが、平成２４・２５年度で病院建設事業を

行っているため、今後は増加が見込まれる。

算入公債費等については、大型建設事業に係る地方債に

過疎対策事業債を充当しているので、今年度以降も増加見込

みである。
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（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

分子の構造

年度

H20 H21 H22 H23 H24

4,799 4,706 5,217 5,593 5,640

- - - - -

879 812 809 784 737

1,474 1,254 1,071 1,102 1,328

1,793 1,776 1,807 1,719 1,743

21 18 17 28 35

- - - - -

- - - - -

801 975 1,135 1,275 1,443

28 26 24 22 20

4,739 4,677 5,129 5,454 5,529

3,397 2,889 2,634 2,476 2,492

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

将来負担比率の分子

組合等連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

将来負担額(A)

充当可能財源等(B)

(A)－(B)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

連結実質赤字額
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H20H20H20H20 H21H21H21H21 H22H22H22H22 H23H23H23H23 H24H24H24H24

分析欄分析欄分析欄分析欄

（（（（8888）将来負担比率（分子）の構造（市町村））将来負担比率（分子）の構造（市町村））将来負担比率（分子）の構造（市町村））将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成平成平成平成24242424年度年度年度年度 群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町群馬県下仁田町

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

一般会計に係る地方債現在高は、平成２２・２３年度に実施した大

型建設事業の影響により、平成２５年度に残高のピークを迎える見

通しである。

公営企業債等繰入見込額は、このまま穏やかに減少していく見通

しであるが、組合等の負担見込額は、病院建設が平成２５年度まで

に実施されるため、増加となる見通しである。

退職手当負担見込額では、平成２３年度に比べ職員者が減少して

いるが若干増加している。しかし今後も大幅な増額はない見通しで

ある。

充当可能基金は、毎年増加しており、今後も財政調整基金積立を

中心に更なる積立を行っていく。

基準財政需要額算入見込額については、平成２２年度以降の地

方債で、過疎債の借入れが大きくなるため、増額となる見通しであ

る。
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